【 令 和 4 年 度 第 1 版 】 


て 東 日 本 大 岩 災 津 濾 で 被災 され た 
事業 者 の みな さま ヘー ぐー 


産業 復 
支援 メニ ュー 


(商工 業 ) 


令 和 4 年 4 月 1 日 
岩手 県 復興 防災 間 
復興 くら し 再建 課 


令 和 4 年 度 産業 復興 支援 制度 一 覧 


(商工 業 ) 


【 令 和 4 年 度 第 1 版 】 


相談 ・ 助 言 ・ そ の 他 の 制度 
OC 経営 相談 窓口 





i に に 


事 
業 
の 
続 
拡 
大 


相 身近 な 経営 相談 を し た い 
談 
経営 上 の 悩み を 相談 し た い 


施設 設備 を 復旧 ・ 修 繕 し た い 


商店 街 を 復旧 し た い 





事業 再生 を 図り た い 


資金 を 調達 し た い 


人 @ 中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支 援 補助 事業 
(グル ー プ 補助 金 ) 


人 @ 中 小 企業 被災 資産 復旧 事業 


人 @ 中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支 援 補助 事業 
(グル ー プ 補助 金 ) 


人 @ 被 災 中 小 企業 施設 ・ 設 備 整 備 
支援 事業 (高度 化 ス キー ム 貸 付 ) 




















人 @ 中 小 企業 東日本 大 震 災 復興 資金 
@ 東 日 本 大 震 災 復興 特別 貸付 












































@ 中 小 企業 東日本 大 震 炎 復興 資金 
東日本 大 震 炎 復興 特別 貸付 
中小 企業 成長 応援 資金 


























〇 よろ ず 支 援 拠 点 

















〇 商店 街 復興 必携 資料 集 




















@ 岩 手 県 産業 復興 相談 セン ター 
@ 束 日 本 大 震 災 事業 者 再生 支援 機構 
〇 岩手 県 クラ ウド ファ ン ディ ング 活用 支援 























設備 を 導入 し た い 


(水産 加工 業 ) 
設備 の 更新 ・ 省 エネ 化 を し た い 


〇 小 規模 事業 者 持続 化 補助 金 

O 〇 も の づく り ・ 商 業 ・ サ ービス 生産 性 向上 促進 事業 【 一 般 型 】 
QO 県 北 広域 産業 力 強 化 促進 事業 費 補 助 金 
〇 自動 車 関連 産業 重点 強化 支援 事業 

人 @ 水 産 加 工業 等 販路 回 復 取組 支援 事業 


〇 先進 的 省エネ ルギー 投資 促進 支援 事 
業 費 補助 金 








商品 開発 や 販路 開拓 を し た い 


( 食 産業 ) 


(水産 加工 業 ) 


〇 県 北 沿岸 地域 新 商品 ・ 新 サー ビス 
開発 事業 





〇 いわ て 希望 応援 ファ ンド 


〇 岩手 県 産業 創造 アド バイ ザー 


〇 食 の 新 商品 開発 支援 事業 











〇 新 ハン ズ オ ン 支 援 事業 (グル ー プ 支援 ・ 個 社 支援 ) 


| 〇 地域 復興 マッ チン グ 結 の 場 





⑧ 水 産 加 工業 者 の 販路 回 復 支援 
(復興 水産 加工 業 販路 回 復 促 進 セ ン 
ター) 











TT 化 ・DX 化 に 取組 みた い 
6 次 産業 化 ・ 農 商工 連携 の 取組 


〇 地域 基幹 産業 DX 推進 事業 費 補助 金 


〇 食 の プロ フェ ッ シ ョ ナル 
チー ム ア ド バイ ザー 





海外 に 輸出 ・ 進 出し た い 


〇 ジェ トロ 盛岡 貿易 情報 セン ター 
〇 海外 展開 支援 





工場 を 増設 し た い 


〇 津波 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 ) 





O 企 業 立地 促進 資金 





〇 企業 立地 促進 奨励 事業 費 補助 金 





工場 の 生産 性 を 高め た い 


水産 加工 場 の 衛生 管理 体制 を 
構築 し た い 








〇 業務 改善 助成 金 


〇 カイ ゼン 導入 支援 


〇 水産 加工 場 
衛生 管理 向上 アド バイ ザー 





農業 に 参入 し た い 


維 | 従 業 員 を 確保 し た い 


税金 の 優遇 を 受け た い 














〇 事業 復興 型 雇用 確保 助成 金 











O 農業 参入 へ の 支援 





〇 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補 
助 





〇 人 材 確保 等 支援 助成 金 





O 〇 令 和 3 年 度 水 産業 労働 力 確 保 緊急 支 
援 事 業 の うち 人 材 確 保 支 援 事業 





〇 産業 再生 特区 制度 





従業 員 の 人 材 育成 を 行い た い 


起業 ・ 創 業 し た い 


〇 自動 車 関連 産業 重点 強化 支援 事業 
〇 キャ リア アッ プ 助 成金 


〇 いわ て 起業 家 育成 資金 








沿岸 地域 に 進出 (立地 ) し た い 


BCP( 事 業 継 続 計画 ) を 策定 し た い 
事業 を 承継 し た い 











〇 津波 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 ) 


O 企 業 立地 促進 資金 





〇 企業 立地 促進 奨励 事業 費 補助 金 


※ 一 部 の 制度 名 は 略称 を 用 いて いま す 。 
※ 掲 載 さ れ て いる 支援 制度 に つい て は 、 各 所 管 機 関 に 内 容 を お 問い 合わ せ の うえ 、 個 々 の 責任 に お いて ご 活用 願い ます 。 











〇 いわ て 事業 承継 促進 基金 


OBCP 策 定 支援 事業 





〇 岩手 県 事業 承継 ・ 引 継ぎ 支援 セン ター 


@@ 被 災 事 業者 向け 制度 、 〇 一 般 事業 者 も 利用 可能 な 制度 


身近 な 経営 相談 を し た い 
〇 経営 相談 窓口 (商工 会 ・ 商 工 会 議 所 ) 


小 規 模 事業 者 等 が 抱え る 経営 面 で の 相談 に 、 経 営 指導 員 が きめ 細か く 対 応 し ます 。 
税務 の こと か ら 販 売 ・ 金 融 ・ 生 産 ・ 研 修 会 の こと な ど 、 お 気軽 に ご 相談 くだ さい 。 





洋 野 町 商工 会 0194-65-4111 宮古 商工 会 議 所 0193-62-3233 


久慈 商工 会 議 所 0194-52-1000 山田 町 商工 会 0193-82-2515 
野田 村 商 工 会 0194-78-2012 大 植 商工 会 0193-42-2536 





普代 商工 会 0194-35-2132 釜石 商工 会 議 所 0193-22-2434 
田野 畑村 商工 会 0194-34-2304 大 船渡 商工 会 議 所 0192-26-2141 








岩泉 商工 会 0194-22-3245 0192-55-3300 


V 経 営 上 の 悩み を 相談 し た い 


〇 よろ ず 支 援 拠点 

「 よ ろ ず 支援 拠点 」 は 、 中 小 企業 庁 の 「 中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 ワン スト ッ プ 総合 支援 事業 」 に 基づき 設 
置 さ れ て いま す 。「 中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 の た め の 経 営 相談 所 」 と し て 、 売 上 拡大 、 経 営 改 善 な ど 経 営 
上 の あら ゆる お 悩み の 相談 に 対応 し ます 。 





よろ ず 支 援 拠 点 019-631-3826 (公益 財団 法人 いわ て 産業 振興 セン ター 産業 支援 部 ) 


相談 メー ル ア ド レス yorozu@joho-iwate.orjp (ご 相談 前 に 、 あ ら か じ め 予 約 を お 願い し ます 。 ) 





V 施 設 設 備 を 復旧 ・ 修 繕 し [たい ① 





胃 反 偶 昌 EE 

東日本 大 震 災 に より 甚大 な 被害 を 受け た 地域 に お いて 、 県 が 認定 し た 中 小 企業 等 グル ー プ の 復興 事業 計画 
に つい て 、 国 及び 県 が 支援 する こと に より 、「 産 業 活力 の 復活 」、「 被 災 地 域 の 復興 」、「 コ ミュ ニテ ィ の 再生 」、 
「 雇 用 の 維持 」 等 を 図り 、 県 内 産業 の 復旧 及び 復興 を 促進 し ます 。 





東日本 大 震 災 に より 甚大 な 被害 を 受け た 津波 浸水 地域 に お いて 、 県 が 認定 し た 中 小 企業 等 グル ー プ ( 複 
数 の 中 小 企業 者 等 か ら 構成 され る 集団 )※ 津 波 浸水 区 域 を 含む 市 町 村 に 立地 し て いる こと 


補助 対象 経費 。 グ ルー プ 又 は 構成 員 の 施設 及び 設備 で あっ て 、 中 小 企業 等 グル ー プ 復興 事業 
対 守 性 長 き 事 業 を 行う の に 不可 欠 な 県 内 に 所 在 する 施設 及び 設備 の 復旧 に 要する 経費 
4 分 の 3 以内 
未定 


共同 店 舗 の 新設 や 街区 の 再 配置 、 付 随 す る 環境 整備 、 イ ベン ト 開 催 の 費用 も 対象 。 

従前 の 施設 等 へ の 復旧 で は 事業 再開 や 継続 、 売 上 回 復 等 が 困難 な 場合 、 こ れ に 代え て 、 
新 分 野 開 拓 を 見 据え た 新た な 取組 (「 新 商品 製造 ライ ン へ の 転換 」、「 新 商品 ・ サ ービス 開 
発 」、「 新 市 場 開拓 調査 」、「 生 産 効率 向上 」、「 従 業 員 確 保 の た め の 宿 舎 整備 」 等 ) も 対象 





岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5546 
(岩手 県 ホー ムペ ー ジ 
https://www.pref.iwatejp/sangyoukoyou/sangyoushinkou/shougyou/1009162/index.html) 








江 が ま 偶 介 B 
県 と 沿岸 市 町 村 で は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に より 被災 し た 地域 の 経済 の 復興 と 雇用 の 場 の 回 復 を 図る た め 、 
被災 し た 中 小 企業 の 店 舗 ・ 工 場 等 の 復旧 経費 を 補助 し ます 。 





東日本 大 震 災 津 波 に より 被災 し 、 治 岸 市 町 村 で 事業 を 再開 し よう と する 中 小 企業 者 


減 失 し た 事業 用 資産 の うち 、 事 業 再開 の た め に 不可 欠 な 建物 及び その 附属 設備 、 構 築 物 、 
機械 及び 装置 の 取得 に 要する 経費 又は 被災 し た 施設 設備 の 修繕 に 要する 経費 
補助 対象 経費 ※1 取得 費 又は 修繕 費 が 100 万 円 以上 で ある こと 
(業種 に より 1.000 万 円 以上 ) 
※2 機械 及び 装置 は 一 部 対象 と な ら な いも の が ある 。 





補助 率 2 分 の 1 以内 


取得 費 2.000 万 円 
補助 限度 額 修繕 費 卸 ・ 小 売 ・ サ ービス 業 ( 宿 泊 業 除く )200 万 円 、 
上 記 以 外 の 業種 2.000 万 円 


事業 を 再開 し た 日 の 属す る 年 度 か ら 起算 し て 3 か 年 経過 し た 年 度 の 終了 する 日 まで に 被災 
時 の 従事 者 数 を 回 復 し て いた だ く こ と が 要件 ※ 従 事 者 に は 、 経 営 者 等 を 含む 





平成 23 年 3 月 11 日 以降 に 実施 し た 事業 に 遡及 適用 可 

各市 町 村 に より 異な り ま す の で 、 詳 細 は お 問い 合わ せく だ さい 。 

具体 的 な 制度 内 容 は 市 町 村 に より 異な り ま す の で 、 各 沿岸 市 町 村 に お 問い 合わ せく だ さい 。 
【 受 付 ・ 問 合せ 】 沿岸 市 町 村 ( 商 工 担当 ) 
【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5548 


(岩手 県 ホー ムペ ー ジ 
https://www.prefiiwatejp/sangyoukoyou/sangyoushinkou/shinjigyou/shien/1009043.html) 





AE ee ② 





東日本 大 震 災 に より 被害 を 受け た 中 小 企業 者 等 が 、 設 ・ 設備 の 整備 を 行う 場合 に 、 独 立 行政 法人 中 小 企 
業 基盤 整備 機構 及び 県 が 財源 を 負担 し 、 いわ て 産業 振興 セン ター が 長期 ・ 無 利子 の 貸付 を 行い ます 。 


(1) グ ルー プ 補 助 事業 計画 の 認定 を 受け た 中 小 企業 者 
(2) 被災 し た 商工 会 ・ 商 工 会 議 所 
(3) 中 小 機構 が 整備 する 仮設 工場 、 事 業 場 等 に 入居 する 中 小 企業 者 
(4) 津 波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 の 交付 決定 者 (被災 中 小 企業 者 分 ) 
資金 使途 設備 資金 
貸付 限度 額 定額 
貸付 期間 (据置 ) 20 年 以内 (5 年 以内 ) 
無利子 


貸付 対象 経費 の 196 又 は 10 万 円 の いずれ か 低い 額 の 自己 資金 が 必要 








公益 財団 法人 いわ て 産業 振興 セン ター 総務 金融 部 019-631-3821 





@ 中 小 企業 東日本 大 震 災 復興 資金 
「 東 日 本 大 震 災 」 に より 著しい 被害 を 受け た 中 小 企業 者 の 方 に 、 経 営 の 安定 に 必要 な 資金 を 融資 する 制度 で 


沿岸 部 に 事業 所 を 有 し 事業 活動 を 行う 方 で 、 東 日 本 大 震 災 の 地震 ・ 津 波 に より 直接 被害 を 受け た 方 
(東日本 大 震 災 復興 緊急 保証 制度 の 要件 を 満た すこ と ) 


資金 使途 設備 資金 運転 資金 (た だ し 、 沿 岸 12 市 町 村 に 事業 所 を 有する 中 小 企業 者 を 除き 、 資 金 使 
ーー 途 が 限定 され ます 。 ) 


貸付 限度 額 8.000 万 円 以内 

貸付 期間 (据置 ) 15 年 以内 (3 年 以内 ) 
融資 期間 10 年 以内 年 1.59% 以 内 、10 年 超 15 年 以内 年 1.7% 以 内 
0.8% 
金融 機関 の 所 定 の 条件 第 三 者 保証 人 不要 











【 受 付 ・ 問 合せ 】 普通 銀行 ・ 信 用 金庫 等 
【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5541 





日 本 大 震 災 復興 特別 貸 人 
東日本 大 大 災 に より 失 害 を 受け た 中 小 企 業 等 の みな さま を 対象 と し た 東日本 大 和 和 史 付 」 の 制度 
で Oo 


沿岸 部 に 事業 所 を 有 し 事業 活動 を 行う 方 で 、 東 日 本 大 震 災 の 地震 ・ 津 波 に より 直接 の 被害 を 受け た 方 


資金 使途 設備 資金 運転 資金 


0 【 国 民生 活 事業 】6.000 万 円 (別枠) 
融資 限度 額 [中小 企業 事業 】3 億 円 (別枠) 


利率 (年 ) 基準 利率 ※ 直 接 被災 事業 者 向け 減免 措置 有り 





返済 期間 設備 資金 20 年 以内 (うち 据置 5 年 以内 ) 
MMM 運転 資金 15 年 以内 (うち 据置 5 年 以内 ) 





問合せ 先 〇 国民 生活 事業 盛岡 支店 019-623-4376 、 一 関 支店 0191-23-4157 





ee [RA 中 小 企業 事業 盛岡 支店 019-623-6125 


商店 街 を 復旧 し た い ① 


人 @ 中 小 企 業 等 復旧 ・ 復 興 支援 補助 事業 (グル ー プ 補助 金 ) 商店 街 型 
東日本 大 震 災 に より 甚大 な 被害 を 受け た 地域 に お いて 、 県 が 認定 し た 中 小 企業 等 グレープ の 復興 事業 計 
画 に つい て 、 国 及び 県 が 支援 する こと に より 、「 産 業 活力 の 復活 」、「 被 災 地 域 の 復興 」、「 コ ミュ ニテ ィ の 再 

生 」、「 雇 用 の 維持 」 等 を 図り 、 県 内 産業 の 復旧 及び 復興 を 促進 し ます 。 





東日本 大 震 災 に より 甚大 な 被害 を 受け た 津波 浸水 地域 に お いて 、 県 が 認定 し た 中 小 企業 等 グル ー プ ( 複 
数 の 中 小 企業 者 等 か ら 構 成 され る 集団 )※ 津 波 浸水 区 域 を 含む 市 町 村 に 立地 し て いる こと 


グル ー プ 又は 構成 員 の 施設 及び 設備 で あっ て 、 中 小 企業 等 グル ー プ 復興 事業 計画 に 基 
づき 事業 を 行う の に 不可 欠 な 県 内 に 所 在 する 施設 及び 設備 の 復旧 に 要する 経費 





4 分 の 3 以内 





未定 





共同 店 舗 の 新設 や 街区 の 再 配置 、 付 随 す る 環境 整備 、 イ ベン ト 開 催 の 費用 も 対象 。 
従前 の 施設 等 へ の 復旧 で は 事業 再開 や 継続 、 売 上 回 復 等 が 困難 な 場合 、 こ れ に 代え て 、 
新 分 野 開拓 を 見 据え た 新た な 取組 (「 新 商品 製造 ライ ン へ の 転換 」、「 新 商品 ・ サ ービス 開 
発 」、「 新 市 場 開拓 調査 」、「 生 産 効率 向上 」、「 従 業 員 確 保 の た め の 宿 舎 整備 」 等 ) も 対象 


Pa [RTR 019-629-5546 


V 商 店 街 を 復旧 し た い ② 


〇 商店 街 復興 必携 資料 集 
各 商店 街 復興 施策 の 使用 方 法 、 組 み 合 わせ 方 、 計 画策 定 、Q&A ま で を 一 つの 資料 に まとめ まし た 。 








小売 、 商 業 、 サ ービス 業 、 そ の 他 の 事業 者 


1 商店 街 復興 の 選択 肢 ご と の 段取り な ど 

被害 状況 や 再開 を 希望 する 営業 形態 な ど に 応じ て 、 そ れ ぞ れ に 適し た 選択 肢 が わか り ま す 。 

また 、 商店 街 再 生 の た め の 復 興 施策 の 全体 像 (「 加 速 化 パ ッ ケ ー ジ 」) を 示し ます 。 さら に 、 商 店 街 を 再生 
する た め の 一 般 的 な 段取り ・ 留 意 点 を 解説 し た 資料 (「 加 速 化 指針 」) を 掲載 し て いま す 。 


2 商業 施設 整備 の 段取り 一 商業 施設 補助 金 の 活用 一 
まち づく り 会 社 が 商業 施設 を 整備 する 際 の 流れ や 、 計 画 書 の 参考 様式 を 掲載 し て いま す 。 


3 商業 施設 整備 収支 計画 ・ 資 金 計 画 の シミ ュ レ ーション 一 適切 な 投資 額 の 算定 一 
簡易 な シミ ュ レ ーション シー ト を 使っ て 、 テ ナン ト の 構成 や 賃料 水準 な ど を 基 に 、 整 備 す る 商業 施設 が 収益 


性 を 確保 する た め に 適切 な 投資 規模 を 算定 する こと が で きま す 。 


4 仮設 施設 有効 活用 等 助成 金 - プ レ ハ ブ 型 商業 施設 ・ 共 同店 舗 の 整備 一 
仮設 店 舗 の 部 材 等 を 活用 し て 、 市 町 村 が 商業 施設 や 共同 店 舗 を 整備 する こと が で きま す 。 


5 グル ー プ 補助 金 ( 共 同店 舗 型 ・ 商 店 街 型 ) 
岩 災 前 に 所 有 し て いた 建物 ・ 設 備 の 復旧 を 補助 し ます 。 


6 専門 家 の 活用 
まち な か 再生 計画 の 作成 、 商 業 施 設 や 共同 店 舗 な どの 整備 を 支援 する 専門 家 を 派遣 し ます 。 


1 Si a go.jp/portal/sangyou_nariwai/20150604164355.html 





V 事 業 再 生 を 図り た い 


@ 岩 手 県 産業 復興 相談 セン ター 

事業 者 の 事業 再開 ・ 事 業 再生 を 支援 する 為 、 盛 剛 商 工 会 議 所 が 国 か ら の 委託 を 受け て 事業 を 行う 公 的 機 
開 で す 。 「 金 融 事 業 再 生 ・ 税 務 ・ 企 業 診断 な どの 専門 家 」 を 相談 員 と し て 、 加 業者 の 皆様 の 本 格 復興 を サ 
ポー ト し ます 。 





東日本 大 震 災 の 影響 に より 過大 な 債務 を 負い 、 被 災 地 域 に お いて 事業 再生 を 図 ろ うと する 事業 者 

※「 間 接 被 害 」 を 受け た 事業 者 、 内 陸 部 地域 の 被災 事業 者 も 支援 対象 

※ 個人 事業 者 、 小 規模 事業 者 、 農 事 組合 法人 、 医 療法 人 、 社 会 福祉 法人 等 を 含む 全 事 業者 が 対象 
(た だ し 、 反 社会 的 勢力 と 大 企業 は 除く 。 ) 


ぐ 窓 口 相談 ・ 債 権 買 取 支 援 業務 タ 
@ 専門 家 が 経営 相談 ・ 金 融 相 談 に 応じ ます 。 


る 再生 計画 策定 支援 業務 タ 
@ 事業 者 に 合っ た 再生 方 針 の 提案 、 方 針 に 沿っ た 計画 策定 支援 、 経 営 サ ポー ト 、 債 権 者 間 の 調整 を 行い 


ます 。 
@ 相談 事業 者 の 要望 や 状況 に 応じ て 、 岩 手 県 中 小 企業 再生 支援 協議 会 と も 協調 し 、 対応 し ます 。 
【 受 付 ・ 問 合せ 】 岩 手 県 産業 復興 相談 セン ター (盛岡 市 清水 町 14-17 中 圭 ビ ル 1F) 019-681-0812( 代 表 ) 


【 地 域 事 務 所 】 商工 会 ・ 商 工 会 議 所 内 に 設置 。 地域 事務 所 で は 定期 相談 会 を 実施 し て お り ま す の で 、 相談 
セン ター(019-681-0812) ま で お 問い 合わ せく だ さい 。 





@ 東 日 本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 ( 震 災 支援 機構 ) 


東日本 大 震 災 に よる 被害 に より 、 過大 な 債務 を 負っ て いる 事業 者 で あっ て 、 被 災 地 域 で 事業 の 再生 を 図 ろ う 
と する 皆様 に 対し て 、 そ の 再生 を 支援 し ます 。 国 が 設立 し 金融 機関 等 と 連携 し て 支援 を 行い ます 。 





東日本 大 震 災 に よっ て 被害 を 受け た こと に より 、 過 大 な 債務 を 負っ て いる 事業 者 で 、 対 象 地域 に お ける 
債権 者 等 と 協力 し て 、 そ の 事業 の 再生 を 図 ろ うと する 事業 者 の 方 が 対象 に な り ま す 。 
※ 小 規模 企業 者 、 農 林 水 産業 事業 者 、 医療 福 祉 事業 者 を 含み 、 大 企業 、 第 三 セ クタ ー は 対象 外 


《 事 業 再 生計 画 づ くり 支援 》 

震 災 前 の 状況 に 戻す 復旧 支援 、 既存 事業 を 見 直し て 、 立 て 直し を 図る 再生 支援 、 新 規 事 業 へ の 業態 転換 
を 図る 申請 支援 な ど 、 支援 を 申し 込 も うと する 事業 者 の 皆様 の ニー ズ に 基づい て 、 事 業 計 画策 定 の 最初 の 
段階 か ら 計 画 づ くり の アド バイ ス を 行い ます 。 





(事業 再生 支援 》 
専門 家 を 派遣 し 、 事 業 再生 に 関す る 専門 的 な アド バイ ス を 提供 し ます 。 
債務 の 保証 、 出 資 、 つ な ぎ 融 資 を 行い ます 。 


合せ 先 |【 山 張 所 ・ 相 談 会 】 宮古 出張 所 (宮古 市 栄町 2-4 上 田 ビル 3 階 ) 080-1047-4853 
相談 会 毎週 火曜 日 (詳し く は お 問い 合わ せく だ さい 。 ) 





【 受 付 ・ 問 合せ 】 株 式 会 社 東日本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 仙台 本 店 業務 部 
問 合 (仙台 市 青葉 区 一 番 町 4-6-1 第 一 生命 タワ ー ビ ル 19F) 022-393-8550 


V 資金 を 調達 し た い ① 
人 @ 中小 企業 東日本 大 震 災 復興 資金 


こよ り 著 し い 被 害 を 受け た 中 小 企業 者 の 方 に 、 経 営 の 安定 に 必要 な 資金 を 融資 する 制度 
で す 。 





沿岸 部 に 事業 所 を 有 し 事業 活動 を 行う 方 で 、 東 日 本 大 震 災 の 地震 ・ 津 波 に より 直接 被害 を 受け た 方 
(東日本 大 震 災 復興 四 急 保証 制度 の 要件 を 満た すこ と ) 


資金 使途 設備 資金 運転 資金 (た だ し 、 沿岸 12 市 町 村 に 事業 所 を 有する 中 小 企業 者 を 除き 、 資 金 合 
時 途 が 限定 され ます 。 ) 





貸付 限度 額 '8000 万 円 以内 





貸付 期間 (据置 ) 15 年 以内 (3 年 以内 ) 





利率 融資 期間 10 年 以内 年 1.59% 以 内 、10 年 超 15 年 以内 年 1.7% 以 内 





保証 料 0.8% 





担保 金融 機関 の 所 定 の 条件 第 三 者 保証 人 不要 


「【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5541 





⑧ 束 日 本 大 震 災 復興 特別 貸付 
東 目 本 大 震 炎 に より 披 害 を 受け た 中 小 企業 等 の みな さま を 対象 し し た 「 東 日 本 大 震 炎 復 尋 特別 貸付 」 の 制 
度 で す 。 





岸部 に 事業 所 を 有 し 事業 活動 を 行う 方 で 、 東 日 本 大 震 災 の 地震 ・ 津 波 に より 直接 の 被害 を 受け た 方 


資金 使途 設備 資金 運転 資金 





ka 【 国 民生 活 事業 】6.000 万 円 (別枠) 
融資 限度 額 [店 小 企 業 事業 】3 億 円 (別枠 ) 





基準 利率 ※ 直 接 被災 事業 者 向け 減免 措置 有り 





設備 資金 20 年 以内 (うち 据置 5 年 以内 ) 
運転 資金 15 年 以内 (うち 据置 5 年 以内 ) 


株 式 会 社 日 本 政策 金融 公庫 〇 中 小 企業 事業 盛岡 支店 019-623-6125 
〇 国民 生活 事業 盛岡 支店 019-623-4376 、 一 関 支店 0191-23-4157 





V 資金 を 調達 し た い ② 
〇 中 小 企業 成長 応援 資金 


雇用 の 増加 、 事 業 拡 大 、 新 分 野 へ の 進出 や 、 円 滑 な 事業 の 承継 な ど に 意欲 的 に 取り 組む 方 に 必要 な 資金 
を 融資 する 制度 で す 。 





雇用 の 増加 、 事 業 拡大 、 新 分 野 へ の 進出 や 、 円 滑 な 事業 の 承継 な ど に 意欲 的 に 取り 組む 中 小 企業 者 


資金 使途 設備 資金 運転 資金 代表 者 個人 が 事業 の 承継 時 に 必要 と する 資金 


4 i 【 成 長 応援 資金 5.000 万 円 以内 
貸付 限度 客 【 事 業 承継 資金 】8,000 万 円 以内 


貸付 期間 (据置 ) 10 年 以内 (2 年 以内 ) 





2.1~2.39% 以 内 
利率 ※ 県 北 ・ 沿 岸 地 域 の 事業 者 の 場合 は 、0.19%% 減 じ た 率 (成長 応援 資金 ) 
※ セ ー フ ティ ネッ ト 1 号 ~4 号 及び 6 号 の 場合 は 、0.19% 減 じ た 率 (成長 応援 資金 ) 





保証 料率 0459% ご 1.596 





担保 必要 に 応じ て 微 求 第 三 者 保証 人 不要 


問合せ 先 【 受 付 ・ 問 合せ 】 普通 銀行 ・ 信 用 金庫 等 
0 【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5542 





〇 岩手 県 クラ ウド ファ ン デ ィング 活用 支援 事業 


クラ ウド ファ ン デ ィング を 活用 し て 、 資 金 調達 の ほか 、 販 路 開 拓 や 中 心 市 街 地 再生 の 後押し な ど に 取り 組む 
事業 者 等 を 支援 し ます 。 





クラ ウド ファ ン デ ィング を 活用 し て 、 

① 新 た な 販路 を 開拓 し よう と する 、 沿 岸 市 町 村 の 事業 者 

② 沿 岸 市 町 村 の 中 心 市街 地 再生 を 後押し する 取組 を 実施 し よう と する 、 ま ち づ く り 会 社 等 
③ 起 業 ・ 新 事業 活動 を 行 お うと する 、 沿 岸 市 町 村 の 事業 者 


専門 家 に よる クラ ウド ファ ン デ ィング 実施 に 向け た アド バイ ス 
・ 目 標 金 額 や リタ ー ン の 設定 

・ テ キス ト や 写真 の 内 容 

・SNS 等 を 活用 し た 周知 な ど 


岩手 県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 019-629-6930 








小 規 模 事 業者 が 、 商 工 会 ・ 商 工 会 議 所 と 一 体 と な っ て 、 販路 開拓 に 取り 組む 費用 (チラ シ 作 成 費用 な ど ) を 支援 し 
ます 。 ま た 、 販 路 開 拓 と 共に 取り 組む 業務 効率 化 ・ 生 産 性 向上 に 向け た 取組 に つい て も 支援 の 対象 と な り ま す 。 


製造 業 そ の 他 の 業種 に 属す る 事業 を 主たる 事業 と し て 営む 会 社 及び 個人 事業 主 で あり 、 常 時 使用 する 従業 員 の 
Ah サー ビス 業 (宿泊 業 ・ 娯 楽 業 を 除く ) に 属す る 事業 を 主たる 事業 と し て 営む 者 に つい て は 5 人 
以下 ) の 


1. 機械 装置 等 費 、2. 広報 費 、3. 展示 会 等 出展 費 、4. 旅費 、5. 開発 費 、6. 資料 購入 費 、 
助成 対象 経費 7. し 8. 借 料 、9. 専門 家 謝金 、10. 専門 家 旅費 、11. 設備 処分 費 、12. 委託 費 、 
13. 外 : 











50 万 円 
※「 認 定 市 町 村 に よる 特別 創業 支援 等 事業 の 支援 」 を 受け た 小 規模 事業 者 100 万 円 
※ 複 数 事業 者 が 連携 し て 取り 組む 共同 事業 の 場合 100 こ 500 万 円 (連携 事業 者 数 に よる ) 


問合せ 先 商工 会 地域 の 事業 者 。 : 岩手 県 商工 会 連合 会 企業 支援 グル ー プ 019-622-4165 
a 商工 会 議 所 地域 の 事業 者 : 日 本 商工 会 議 所 小 規模 事業 者 持続 化 補助 金 事務 局 03-6447-5485 





中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 等 が 今後 複数 年 に わた り 相 次 いで 直面 する 制度 変更 (働き 方 改革 や 被用者 保険 の 適 
用 拡大 、 賃 上 げ 、 イ ン ボ イス 導入 等 ) 等 に 対応 する た め 、 中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 等 が 取り 組む 革新 的 サー ビス 開 
発 ・ 試 作品 開発 ・ 生 産 プ ロ セ ス の 改善 を 行う た め の 設 備 投資 等 を 支援 し ます 。 


日 本 国内 に 本 社 お よび 補助 事業 の 実施 場所 を 有する 中 小 企業 者 及び 特定 非 営利 法人 (申請 締切 日 前 10 か 月 以 
内 に 同一 事業 の 交付 決定 を 受け た 事業 者 を 除く ) 


補助 上 限 額 :1.000 万 円 
内 容 ・ 規 模 機械 装置 費 、 技 術 導 入 費 、 運 搬 費 、 専 門 家 経 費 、 ク ラウ ド 利 用 費 等 


※1 小 規模 企業 者 、 小 規模 事業 者 は 補助 率 3 分 の 2 以内 




















【10 次 公募 】 令 和 4 年 2 月 8 日 ( 火 ) 令 和 4 年 5 月 11 日 ( 水 ) 
公募 時 期 。  ※ 電 子 申請 の み の 受 付 で す 。 


【 問 合せ 先 】 岩手 県 地域 事務 局 ( 岩 手 県 中 小 企業 団体 中 央 会 ) 
TEL:019-613-2633 FAX:019-613-2634 

くも の づく り 補 助 金 事務 局 サ ポー ト セ ンタ ー> 

受付 時間 :10:00>17:00( 土 日 祝日 を 除く ) 

電 話 番 号 :050 一 8880 一 4053 





V 設 備 を 導入 し た い ② 





県 北 広域 に お いて 産業 競争 力 の 強化 や 若者 等 の 地元 定着 を 図る た め 、 市 町 村 と 連携 し 、 中 小 企業 者 が 生産 性 
向上 等 に 資す る 設備 導入 を 行う 場合 、 そ の 経費 の 一 部 を 補助 し ます 。 


県 北 広域 (久慈 市 、 二 戸 市 、 普 代 村 、 軽 米 町 、 野 田村 、 九 戸村 、 洋 野 町 及び 一 戸町 ) に 工場 又は 事業 
所 を 有する 中 小 企業 者 


次 の いずれ か に 該当 する 設備 導入 
・ 技 術 力 の 店 の 

補助 対象 事業 . 新 分 野 進出 ・ 新 た な サー ビス 展開 を 図る も の 
・ 製 品 ・* サ ービス の 付加 価値 を 高め る も の 
・ サ プラ イチ ェ ー ン の 強化 に 資す る も の 



































設備 導入 費 、 工 具 器 具 費 、 原 材料 費 、 技 術 指導 費 、 教 育 研修 費 、 委 託 費 、 運 搬 費 、 工 事 費 等 
3 分 の 1 以内 


1.000 万 円 





補助 対象 経費 1.000 万 円 以上 新規 常用 雇用 者 3 名 以上 


補助 事業 の 認定 の 日 か ら 概 ね 2 年 間 
※ 公募 要領 に て 都度 指定 





令 和 4 年 4 月 公募 開始 予定 


問合せ 先 各市 町 村 担 当 窓口 
岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自動 車 産業 振興 室 019-629-5562 





V 設 備 を 導入 し た い ③ 





県 内 も の づく り 中 小 企業 が 自動 車 部 品 等 の 新規 受注 又は 取引 拡大 を 図る た め の 生 産 体制 強化 又は 設備 整備 等 
を 行う 場合 、 そ の 経費 の 一 部 を 補助 し ます 。 


「 県 内 も の づく り 中 小 企業 」( も の づく り 基 盤 技術 振興 基本 法 第 2 条 第 2 項 に 規定 する も の づく り 事 業者 で 、 次 の い 
ずれ に も 該当 する も の 。 ) 
(1) 中 小 企業 基本 法 第 2 条 第 1 項 各 号 に 規定 する 中 小 企業 者 で ある こと 
※ 大 企業 、 み な し 大 企業 (大 企業 が 実質 的 に 支配 し て いる 中 小 企業 者 ) は 対象 外 
(2) 岩手 県 内 に 製造 事業 所 を 有 し て いる こと 


生産 体制 強化 事業 
機械 装置 費 、 工 具 器 具 費 、 原 材料 費 、 技 術 指導 費 、 教 育 研修 費 、 委託 費 、 運 搬 費 、 そ の 他 
令 和 4 年 4 月 1 日 ( 金 ) て 令 和 4 年 10 月 31 日 (月 ) 








当該 経費 の 10 分 の 1 以内 、 1 件 あたり 1.000 万 円 以内 





岩 災 に より 失わ れ た 販路 ・ 売 上 の 確保 が 課題 と な っ て いる 水産 加工 業者 等 に 対し 、 販 路 の 回 復 、 新 規 創出 等 の 
た め の 取 組 で ある 事業 を 支援 し ます 。 


水産 加工 施設 が 復旧 し 生産 能力 が 回 復 し た も の の 、 被 災 前 より 売上 が 減少 し て お り 、「 復 興 水産 販路 回 復 ア ド バ 
イザ ー」 に よる 指導 を 受け て いる 水産 加工 業者 等 


① 新 商品 開発 等 の た め に 必要 な 加工 機器 の 導入 経費 、 資 材 費 等 
② 販 路 の 回 復 ・ 新 規 創 出 の た め に 必要 な 機器 、 資 材 等 

③ 労 働 力 不足 、 経 営 改 善 に 不可 欠 な 省 人 化 等 の た め に 必要 な 機器 
④ 冷 蔵 庫 保管 経費 及び 倉庫 等 保管 経費 

⑤ 原 料 調達 に 必要 な 運送 経費 

⑥ マ ー ケ ティ ング 調査 経費 

(⑦ コ ン サ ル テ ィ ン グ 経 費 

⑧ 商 談 旅費 、 展 示 会 出展 経費 等 

⑨ 新 商品 開発 支援 経費 

⑩ そ の 他 、 販 路 回 復 等 の 取組 の 実施 に 必要 と 認め られ る 経費 











補助 事業 の 認定 の 日 か ら 令 和 5 年 3 月 31 日 ( 木 ) ま で 





【 第 1 次 公募 】 令 和 4 年 2 月 22 日 ( 木 ) ご 令 和 4 年 4 月 4 日 (月 ) 
※ 復 興 水産 加工 業 販路 回 復 推進 セン ター ホー ムペ ー ジ 
http://www.fukko-hanrojp/ を 参照 





3 分 の 2 以内 


請 ・ 問 合せ 先 】 復興 水産 加工 業 販路 回 復 推進 セン ター 
代表 機関 全国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 03-3662-2040 





V 設 備 を 導入 し た い ④ 


中 小 企業 の 皆様 が 機械 ・ 設 備 を 導入 する と き に 、 い わ て 産業 振興 セン ター が それ を 商社 ・ メ ー カ ー か ら 直 接 購入 
し て 中 小 企業 の 皆様 に 低利 で 割 賊 販売 を する 公 的 制度 で す 。 


対象 者 岩手 県 内 に 事業 所 ・ 工 場 を 有する 中 小 企業 者 


10 年 以内 (導入 設備 の 耐用 年 数 が 上 限 ) 
※ 商 工 会 又は 商工 会 議 所 を 経由 し て 申し 込み を し た 場合 、10 年 以内 で 2 年 延長 可能 


100 万 円 以上 1 億 円 以内 
※ 経 営 革新 計画 の 認定 を 受け る な ど 所 要 の 条件 を 満た し た 場合 、2 億 円 


設備 貸与 : 貸与 額 の 10% 
※ 経 営 革新 計画 の 認定 を 受け る な ど 所 要 の 条件 を 満た し た 場合 、5% 





利率 


( 谷 与 ) 1.29% て 1.696 ※ 直 接 被災 者 の 場合 は 、0.19% 減 じ た 率 





据置 期間 1 年 以内 ※ 直 接 被災 者 2 年 以内 


公益 財団 法人 いわ て 産業 振興 セン ター 総務 金融 部 019-631-3821 





V 設 備 の 更新 *・ 省 エネ 化 を し た い 
令 和 4 年 度 「 先 進 的 省エネ ルギー 投資 促進 支援 事業 費 補 助 金 」 


工場 ・ 事 業 場 に お いて 実施 され る エネ ルギー 消費 効率 の 高い 設備 へ の 更新 等 を 以下 の 取組 を 通じ て 支援 し ます 。 


国内 に お いて 事業 活動 を 営ん で いる 法人 及び 個人 事業 主 

※ 大 企業 に つい て は 、 以下 の いずれ か の 要件 を 満た す 場 合 の み 補 助 対象 事業 者 と する 。 

・ 省 エネ 法 の 事業 者 クラ ス 分 け 評価 制度 に お いて 、「 令 和 3 年 度 定期 報告 書 分 」 に より 資源 エネ ルギー 庁 より 『S 
クラ ス 』 又 は 『A ク ラス 』 と し て 評価 され て いる 事業 者 

・ 中 長期 計画 書 の 「 ベ ンチ マー ク 指 標 の 見 込み 」 に 記載 され た 2030 年 度 (目標 年 度 ) の 見 込み が ベン チマ ー ク 
目標 値 を 達成 する 事業 者 


(A) 先 進 事 業 
補助 対象 経費 設備 費 








「 先 進 的 な 省エネ 技術 等 に 係る 技術 評価 委員 会 」 で の 議論 内 容 等 を 踏ま えた 先進 設備 に 係る 登 
録 審査 基準 に 則り 、 先進 設備 の 登録 を 事前 に 実施 。 設 備 ユ エー ザー は 、 当該 リス ト に 掲載 され て 
いる 先進 設備 を 導入 する 省エネ 投資 事業 で 、 一 定 の 省エネ 要件 を 満た す 場合 に 、 当該 設備 導 
入 に 係る 設備 費 に 対し て 、 中 小 10 ン 10 以 内 ・ 大 企業 3 ン 4 以 内 の 補助 を 受け られ る 。 

※ 先進 設備 の 登録 に 関し て は 、「 省 エネ 技術 の 先進 性 」、「 省 エネ 効果 」、「 導 入 ポ テン シャ ル 」 
の 3 要素 で 審査 。 

※ 既存 設備 ・ シ ステ ム の 置き 換え の みな ら ず 、 製 造 プ ロ セ ス の 改善 等 を 含む 。 





(B) オ ー ダ ー メ イド 型 事業 





補助 対象 経費 設備 費 


設備 ユー ザー は 、 機 械 設計 を 伴う 設備 (オー ダー メイ ド 型 設備 ) を 導入 する 省エネ 投資 事業 で 、 
ー 定 の 


省エネ 要件 を 満た す 場合 に 、 当 該 設備 導入 に 係る 設備 費 に 対し て 、 中 小 10 プ 10 以 内 ・ 大 企業 
3 プ 4 以 内 (た だ し 、 投 資 回 収 年 数 が 5 年 以上 7 年 未満 の 省エネ 投資 事業 の 場合 は 、 中 小 1 プ 3 
以内 ・ 大 企業 1 ン 4 以 内 ) の 補助 を 受け られ る 。 

※ 既存 設備 ・ シ ステ ム の 置き 換え の みな ら ず 、 製 造 プ ロ セ ス の 改善 等 を 含む 。 





(指定 設備 導入 事業 


補助 対象 経費 設備 費 
設備 ユー ザー は 、 指 定 設備 と し て 予め 定め られ た 設備 を 導入 する 場合 に 、 当 該 設備 導入 に 係る 
事業 概要 Mk 設備 種 ・ ス ペッ ク 等 ご と に 公募 要領 等 で 定め られ た 定額 の 補助 を 受 
けら れる 。 


(D) エ ネ マ ネ 事 業 
補助 対象 経費 設計 費 、 設 備 費 、 工 事 費 


エネ マネ 事業 者 の 活用 に よる 効率 的 ・ 効 果 的 な 省エネ 取組 を 支援 。 
(中 小 1 プ 2 以 内 ・ 大 企業 1 プ 3 以 内 ) 

















事業 公募 令 和 4 年 5 ン 6 月 に 公募 予定 


業 公募 a ※ 外 的 要因 又は 特段 の 事由 に より 年 度 を また が ざる を 得 な い 事 業 が 対象 で す 。 通 常 公募 と は 異 
な る 点 に ご 注意 くだ さい 。 


【A 事 業 、B 事 業 、C 事 業 ( ヒ ー ト ポン プ 除 く ) 、D 事 業 に 関す る お 問い 合わ せ 】 
一 般 社団 法人 環境 共 創 イニ シン ア チ ブ 
https://sii.orjp/ 


【c 事 業 ( ヒ ー ト ポン プ の み ) に 関す る お 問い 合わ せ 】 
一 般 財 団 法人 ヒー ト ポ ン プ ・ 蓄 熱 セ ンタ ー 
https://www.hptcj.orjp/ 





V 商 品 開発 や 販路 開拓 を し た い ① 


〇 県 北 浴 岸 地域 新 商品 ・ 新 サー ビス 開発 事業 


県 北 ・ 治 岸 地域 の 復興 ・ 発 展 を 支援 する た め 、 地 域 の 農林 水産 物 や 観光 資源 な どの 特性 を 生か し た スト ー 
リー 性 の ある 新 商品 開発 や 観光 誘客 促進 に 向け た 受入 態勢 の 整備 及び サー ビス 開発 等 、 売 上 向上 を 目指 
す 事 業者 の 主体 的 な 取組 に 対し 助成 を 行い ます 。 


対象 者 県 北 地域 又は 沿岸 地域 に 主たる 事業 所 を 置く 事業 者 


県 北 沿岸 地域 の 地域 資源 (農林 水産 物 や 観光 資源 な ど ) を 活用 し た 次 の 取組 
ア 新 商品 ・ 新 サー ビス の 企画 開発 
助成 対象 経費 イ 観光 客 の 受入 態勢 整備 
ウ 上 記 ア ・ イ に より 開発 し た 商品 ・ サ ービス の 販路 開拓 (宣伝 ツー ル 作 成 、 イ ベン ト 等 へ 
の 出展 活動 等 ) 








事業 期間 交付 決定 の 日 か ら 6 か 月 以内 





公募 時 期 提出 締切 日 令 和 4 年 4 月 8 日 事前 審査 : 令 和 4 年 2 月 22 日 令 和 4 年 4 月 1 日 
助成 率 4/5 以 内 ・1/2 以 内 


50 万 円 
※ デザ イン 費 と 印刷 製本 費 の 合計 は 、 当 該 経費 申請 合計 額 の 1/2 以 内 か つ 25 万 円 を キ 上 
限 


※ 広告 宣伝 費 は 、 当 該 経費 申請 が の 1/2 以 内 か つ 10 万 円 を 上 限 。 
問合せ 先 | 公益 財団 法人 さん りく 基金 事務 局 019-629-5212 


〇 岩手 県 産業 創造 アド バイ ザー の 派遣 
, 信 産 の 振興 を 目的 に 、 各 分 野 の 専門 家 を 県内 人 製造 事 業者 等 に 派遣 し 商品 開発 や 開拓 等 到 
酸 し ます 。 


対象 者 | 食品 製造 事業 者 等 


商品 開発 、 マ ー ケ ティ ング 、 販路 開拓 、 農 商工 連携 、 流 通 等 の 各 分 野 の 専門 家 か ら な る 岩手 県 産業 創造 
アド バイ ザー を 県 内 食品 製造 事業 者 等 に 派遣 し 、 企 業 活動 を 支援 


問合せ 先 | 岩手 県 商工 労働 観光 部 産業 経済 交流 課 019-629-5539 


〇 食 の 新 商品 開発 支援 事業 
主 に 水産 加工 業 の 復興 を 支援 する た め 、 県 、 県 工業 技術 セン ター 及び 岩手 県 産 株 式 会 社 の 3 者 が 連携 し 、 
個別 相談 会 や 専門 家 派遣 等 を 行い 、 販 路 開拓 ・ 取 引 拡大 に 向け た 商品 づく り を 支援 し ます 。 


沿岸 地域 の 食品 製造 事業 者 


商品 開発 相談 | 商品 開発 に 係る 様々 な 課題 に 対し 、 関 係 機関 と 連携 し た ながら ア ドバイ ス 等 を 実施 








助成 限度 額 














販路 開拓 相談 会 0 バイ ヤー と マッ チン グ し 、 商品 に 関す る アド バイ ス 等 を 実施 





個別 支援 上 記 商 談 会 等 を 踏ま え 、 県 内 外 の 専門 家 や 岩手 県 産 株 式 会 社 を 派遣 し 、 商 品 開発 か ら 販 
路 開 拓 ま で 、 包括 的 か つ 一 貫 し た 支援 を 行う 。 


問合せ 先 | 岩手 県 商工 労働 観光 部 産業 経済 交流 課 019-629-5539 





V 商 品 開発 や 販路 開拓 を し た い ② 


〇 新 ハン ズ オン 支援 事業 (グル ー プ 支援 ・ 個 別 支援 ) 


被災 地 で 課題 を 抱え る 個別 事業 者 や グル ー プ に 対し て 、 課 題 解 決 の た め の 実 務 支 援 を 行い ます 。 
事業 概要 と 効果 に つい て は 、 復 興 庁 HP を ご 参照 くだ さい 。 





個別 事業 者 の 他 、 法 人 格 を 問わ ず グ ルー プ ・ 共 同体 (県 内 沿岸 部 等 ) 


“ai 復興 庁 職 員 と 専門 家 が 経営 ノウ ハウ の 継続 的 な 助言 指導 ・ 実 務 支 援 を 実施 


支援 計画 の 実施 に 必要 な 以下 の 費用 等 に つい て 、 復 興 庁 が 全部 又は 一 部 を 負担 
① 専 門 家 等 の 依頼 費用 、 謝 金 、 交 通 費 、 ア シス タン ト 経 費 、 企画 調査 等 実費 
② 支 援 計画 に 基づき 外部 専門 機関 に 委託 し て 実施 する 調査 費用 


支援 内 容 | 香 用 負 揚 ③ 支 援 計 画 に 基づき 行う 試作 品 の 製作 費用 ・ 展 示 会 の 出展 費用 


※ 支 援 期間 は 支援 開始 か ら 最長 で 令 和 5 年 (2023 年 ) 2 月 末 ま で と な り 、 支援 期間 を 超え て 
同一 の 専門 家 等 に 支援 を 依頼 する 場合 の 費用 は 事業 者 の 負担 と な り ま す 。 











令 和 4 年 4 月 ~ 令 和 4 年 5 月 中 旬 (予定 ) 


問合せ 先 復興 庁 企業 連携 推進 室 TEL:03-6328-0267 E-mail: kigyo-rs@cas.go.jp 
品 岩手 復興 局 企業 支援 ・ 観 光 班 0193-27-5333 





V 商 品 開発 や 販路 開拓 を し た い ③ 


〇 いわ て 希望 応援 ファ ンド 地域 活性 化 支 援 事 業 


中 小 企業 者 等 の 革新 的 ・ 個 性 的 な 取組 に より 地域 経済 の 活性 化 を 図る た め 、 創 業 、 経 営 革新 、 農 商工 連 
携 、 商 店 街 活性 化 等 に 向け た 取組 に 対し 、 助成 を 行い ます 。 


創業 支援 

県 内 で 創業 ・ 起 業 する 者 等 、 創 業 ・ 起 業 後 1 年 以内 の 県 内 中 小 企業 者 等 

新 事業 活動 支援 (一 般 枠 、 地 域 資源 活用 枠 、 経 営 革新 枠 、 連 携 事業 枠 あ り ) 

中 小 企業 者 、 特 定 非 営利 活動 法人 (NPO 法 人 ) 、 農 業 組合 法人 等 

商店 街 等 活性 化 支援 

中 心 市 街 地 の 活性 化 に 関す る 法律 第 15 条 第 1 項 各 号 に 掲げ る 者 、 県 内 に 住所 の ある 中 小 小売 業者 、 
サー ビス 業者 、 商 工 会 、 商 工 会 議 所 、 商 店 街 振興 組合 、 事 業 協 同 組合 等 


交付 決定 の 日 か ら 令 和 5 年 1 月 末日 まで 
た だ し 、 そ の 都度 審査 を 受け て 採択 され れ ば 最長 2 ご 年間 続 し て 生成 を 受け る こと が で 


o 





令 和 4 年 3 月 1 日 ( 火 ) ~ 令 和 4 年 4 月 14 日 ( 木 ) 
問合せ 先 | 公益 財団 法人 いわ て 産業 振興 セン ター 産業 支援 部 019-631-3823 





〇 地域 復興 マッ チン グ 結 の 場 

被災 地域 の 企業 が 抱え る 多様 な 経営 課題 の 解決 を 図る た め 、 大 手 企業 等 が 、 技 術 、 情 報 、 販 路 な ど 、 自 ら 
の 経営 資源 を 幅広 く 提供 する 支援 事業 の 形成 の 場 と し て 実施 し ます 。 同時 に 、 販 路 開拓 に 特 化し た 形 で 、 商 
談 会 形式 で の マッ チン グ も 実施 し ます 。 





県 内 沿岸 地域 12 市 町 村 の 事業 者 
( 洋 野 町 久慈 市 ・ 野 田村 ・ 普 代 村 ・ 田 野 畑村 ・ 岩 泉町 ・ 宮 古市 ・ 山 田町 ・ 大 構 町 ・ 釜 石 市 ・ 大 船渡 市 ・ 陸 前 高 


支援 企業 (大 手 企業 等 ) と 被災 地域 企業 と の マッ チン グ を 目的 と し た ワー クシ ョ ッ プ を 開催 。 
〇 O 支援 提案 企業 (大 手 企業 等 ) は 、 被 災 地 域 の 企業 ニー ズ に 応え 、 自社 の 利害 を 超え て 、 
技術 、 情 報 、 販 路 な ど 、 自 ら の 経営 資源 を 被災 地域 企業 に 幅広 く 提供 。 被 災 地 域 企業 は 、 
通常 の ビジ ネス マッ チン グ で は 得 ら れ な い 販 路 や アイ デア 等 を 得 ら れる 。 

〇 同時 に 、 被 災 地 域 の 水産 加工 業者 等 と 大 手 小売 ・ 流 通 企業 等 と の 商談 会 を 実施 する 。 


【 平 成 25 年 度 】 宮古 市 (平成 26 年 1 月 29 日 ) 
【 平 成 26 年 度 】 大 船渡 市 (平成 27 年 2 月 5 日 ) 
【 平 成 27 年 度 】 久慈 市 (平成 27 年 10 月 7 日 ) 
【 平 成 28 年 度 】 釜石 市 (平成 28 年 9 月 7 日 ) 、 山 田町 ( 同 9 月 8 日 ) 
【 平 成 29 年 度 】 陸前 高田 市 (平成 29 年 10 月 26 日 ) 
【 平 成 30 年 度 】 大 棚町 (平成 30 年 11 月 14 日 ) 
令 和 元 年 度 】 盛岡 市 ( 令 和 元 年 11 月 20 日 ) 
【 令 和 2 年 度 】 宮古 市 他 ( オ ン ラ イン 開催 ) ( 令 和 2 年 12 月 9 日 ) 
【 令 和 3 年 度 】 釜石 市 他 ( オ ン ラ イン 開催 ) ( 令 和 3 年 11 月 18 日 ) 


問合せ 先 復興 庁 企業 連携 推進 室 03-6328-0267 kigyo-rs@cas.gojp 
品 旧 岩手 復興 局 企業 連携 観光 班 0193-27-5333 


人 @ 水 産 加工 業者 の 販路 回 復 支援 (復興 水産 加工 業 販路 回 復 促進 セン ター) 

東日本 大 震 災 の 被災 地 に お ける 水産 加工 業 の 復興 を 支援 する た め 、 販 路 回 復 に 向け た 「 復 興 水 産 販路 回 
復 ア ドバイ ザー」 に よる 個別 指導 、 セ ミナ ー・ 商 談 会 の 開催 、 さ ら に 販路 回 復 に 向け た 取組 を 行う 水産 加工 業 
者 を 精力 的 に サポ ー ト し ます 。 


水産 加工 事業 者 


事業 全体 支援 事業 : 全 国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 (代表 機関 ) 03-3662-2040 
復興 水産 販路 回 復 アド バイ ザー: 公益 社団 法人 日 本 水産 資源 保護 協会 03-6680-4277 








セミ ナー・ 展 示 会 : 一 般 社団 法人 大 日 本 水産 会 03-3585-6681 
東北 六 県 商工 会 議 所 連合 会 (事務 局 : 仙 台 商 工 会 議 所 ) 022-265-8129 
公益 社団 法人 日 本 水産 資源 保護 協会 03-6680-4277 
全国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 09-3662-2040 





VIT 化 ・DX の 導入 に 取り 組み た い 
〇 地域 基幹 産業 DX 推進 事業 費 補 助 金 


沿岸 市 町 村 の 基幹 産業 で ある 水産 加工 業 に お ける 事業 の 高度 化 及び 生産 性 の 向上 を 通じ た 付加 価値 と 給与 
水準 の 向上 を 支援 し ます 。 


対象 者 | 沿岸 12 市 町 村 の 水産 加工 事業 者 


支援 内 容 水産 加工 事業 者 が 新た な デジ タル 技術 を 用 いた 新 商品 の 開発 、 商 品 の 新た な 生産 若しくは 
合 販売 又は 管理 の 効率 化 の 方 式 の 導入 を 行う 場合 、 県 と 市 町 村 が 共同 し て 補助 し ます 。 








補助 対象 専門 家 謝金 、 委 託 料 、 備 品 購入 費 (専門 家 謝 金 、 シ ステ ム 構 築 費 、 設 備 導入 費 等 ) 


補助 率 1 プ 2( 県 と 市 町 村 で 1 プ 4 ず つ 補 助 ) 





補助 上 限 額 |1.000 万 円 





募集 期間 令 和 4 年 4 月 中 旬 ~5 月 下旬 (予定 ) 





各市 町 村 ( 沿 岸 12 市 町 村 の 水産 関係 課 又 は 商工 関係 課 ) 
県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 【019-629-6931】 





V6 次 産業 化 ・ 農 商工 連携 に 取り 組み た い 


〇 食 の プロ フェ ッ シ ョ ナル チー ム ア ド バイ ザー の 派遣 
6 次 産業 化 や 農 商 工 連携 を 推進 する た め 、 食 品 流通 や 製造 、 経 営 の 専門 家 等 を アド バイ ザー に 登録 し 、 農 
林 漁 業者 等 の 商品 開発 や 販路 開拓 等 の マー ケティング を 支援 し ます 。 


農林 漁業 者 等 


消費 トレ ンド や 流通 構造 の 変化 に 対応 する マー ケッ トイ ン の 農林 水産 業 へ の 転換 や 、 生 産 
者 の 収益 力 を 強化 する た め の 生 産 か ら 加工 、 販 売 事業 に 進出 する 6 次 産業 化 の 取組 み 、 さ 
人 農林 水産 業 と 関連 産業 が 連携 し て 新た な ビジ ネス を 生み 出す 農 商 工 連 携 の 取組 み 
を 推進 





・ 農 林 水 産物 を 使っ た 商品 開発 や 流通 ・ 販 売 の 実践 者 ・ 専 門 家 
・ 食 品 関連 産業 に 従事 し た 経験 が ある 食品 の 製造 ・ 販 売 ・ 事 業 経営 等 の 有識者 
・6 次 産業 化 等 の 推進 に 向け 専門 的 立場 で 指導 ・ 助 言 ・ コ ー デ ィ ネ ー ト で きる 有識者 





・ 地 域 な ら で は の 特産 品 開発 の 推進 に 係る 支援 

・ 多 様 な 販売 先 の 確保 と ブラ ンド 化 の 推進 に 係る 支援 

産直 施設 の 誘客 力 ・ 販 売 力 の 強化 に 係る 支援 

・ 生 産 者 な ど に よる 加工 品 の 開発 や 販売 活動 の 活性 化 に 係る 支援 


手 県 農林 水産 部 流通 課 019-629-5733 


V 海 外 に 輸出 ・ 進 出し た い 


〇 ジェ トロ 岩手 盛岡 質 易 情報 セン ター 
貿易 ・ 投 資 相 談 、 県 内 企業 等 に 向け た 情報 提供 、 輸 出 促進 等 海外 展開 支援 全般 に つい て 、 相 談 を お 受け し 


oO 


is 


〇 海外 展開 支援 
「 ど こ へ 相談 し て よい か わか ら な い 」「 海 外販 路 を 具体 的 に 開拓 し た い 」 な ど 、 海 外 展 開 を 目指 す 県 内 事業 者 
の 方 々 か ら の 相談 内 容 に 応じ 、 支 援 機関 や 支援 施策 を ご 案内 し ます 。 








問合せ 先 | 岩手 県 商工 労働 観光 部 産業 経済 交流 課 海外 マー ケッ ト 担当 019-629-5538 





VY 工場 を 増設 し た い ① 


津波 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 立地 支援 





全 | 


東日本 大 震 災 で 特に 大 き な 被害 を 受 けた 県 内 の 沿岸 市 町 村 の 特定 区 域 こ 工 場 等 を 新設 9 隊 す る と き は 、 
国 の 実施 する 企業 立地 補助 を 受け る こと が で きま す 。 


工場 等 の 立地 に 係る 初期 投資 額 (投下 固定 資産 額 ) 
※ 土 地 取 得 費 、 建 物 及 び 機 械 設備 等 の 取得 費 等 


中 小 企業 :2 分 の 1 以内 大 企業 :3 分 の 1 以内 
30 億 円 ※ 外 部 審査 和 要員 会 の 評価 が 特に 高い 案件 は 50 億 円 


・ 投 下 固定 資産 額 5.000 万 円 未満 の 案件 は 補助 対象 外 
・ 投 下 固定 資産 額 に 応じ た 新規 地元 雇用 が 必要 


令 和 8 年 3 月 末 ま で に 補助 事業 を 完了 する こと 
※ 下 記 問 合せ 先 に ご 相談 くだ さい 。 
【 事 業 の 手順 】 公募 一 採択 一 補助 金 交 付 申 請 つ 交付 決定 事業 着手 


【 受 付 ・ 問 合せ 】 津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 立地 支援 事業 ) 事 務 局 
(みず ほ リ サー チ & テ クノ ロジ ー ズ 株 式 会 社 ) 03-6826-8611 
【 相 談 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5562 

















企業 立地 促進 奨 金 
工場 等 を 新設 又は 増設 する と き に 、 以下 に より 補助 金 を 受け る こと が で きま す 。 


① 市 町 村 の 条例 等 に 基づき 、 工 場 等 の 新設 又は 増設 に 要する 経費 の 一 部 を 支援 
② 津波 補助 金 へ の 交付 申請 額 と 採択 を 受け た 補助 金 に 差額 が 発生 し た 場合 、 県 が 差額 の 一 部 を 支援 


対象 者 ① | 工場 等 を 新設 又は 増設 する 事業 者 


工場 適地 、 農 工 団地 、 都 市 計画 工業 系 地域 、 県 ・ 市 町 村 が 造成 し た 工業 団地 


製造 業 、 ソ フト ウェ ア 業 、 自然 科学 研究 所 





新設 5.000 万 円 以上 

増設 1 億 円 以上 

新設 5 人 以上 

増設 10 人 以上 

人 1) 工場 等 の 用 地 の 取 得 及び 造成 に 要する 費用 
(2 構築物 等 の 建設 に 要する 費用 

(3 機械 ・ 設 備 等 の 取得 に 要する 経費 


補助 対象 経費 の 3/10 以 内 








1 工場 あたり 限度 額 3 億 円 





対象 者 ② | 国 が 実施 する 津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 の 事業 採択 を 受け て いる 事業 者 


(1) 工 場 等 の 用 地 の 取 得 及び 造成 に 要する 費用 
(2 建屋 、 構 築 物 等 の 取得 に 要する 費用 
(3 機械 、 設 備 等 償却 資産 の 取得 に 要する 費用 


津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 に 申請 し た 事業 計画 に 係る 補助 金 交 
補助 金額 付 申 請 額 と 採択 を 受け た 補助 金 の 額 の 差額 に 相当 する 額 、 補 助 対 象 経費 の 10 分 の 3 以内 
補助 限度 額 |( 本 県 へ の 本 社 機能 の 移転 ・ 拡 充 を 併せ て 行う 場合 10 分 の 4 以内 ) の 額 又 は 3 億 円 の いずれ 
か 低い 額 





・ 各 市 町 村 担 当 窓口 
・ 岩 手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5562 





回 演 
VY 工場 を 増設 し た い ② 
企業 立地 促進 資金 
工場 等 を 新設 ・ 増 設 す る と き は 、「 央 手 県 企業 立地 促進 資金 貸付 要 綱 」 に より 、 県 単独 の 融資 を 受け る こと 
が で きま す 。 利用 を ご 希望 の 場合 は 、 お 問合せ くだ さい 。 


誘致 企業 及び 県 内 企業 で 工場 等 を 新設 又は 増設 する 方 
設備 資金 (用 地 取 得 費 、 建 物 及 び 機 械 設備 の 取得 費 等 ) 





3 億 円 以内 (拠点 工業 団地 5 億 円 以内 、 知 事 の 特認 で 10 億 円 以内 、 特 定 区 域 に お ける 産 
業 の 活性 化 に 関す る 条例 第 4 条 第 1 項 の 規定 に よる 指定 を 受け た 特定 区 域内 に あっ て は 20 
億 円 以内 ) で 所 要 資 金 の 80% 以 内 





15 年 以内 (3 年 以内 ) 
1.896 2.096 

岩手 県 信用 保証 協会 の 保証 を 付す 場合 が あり ます 
金融 機関 の 所 定 の 条件 第 三 者 保証 人 不要 

岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5561 








V 工 場 の 生産 性 を 高め た い 
立 助 成金 
生産 性 向上 の た め の 設備 投資 や サー ビス の 利用 な ど を 行い 、 事 業 場内 最低 賃金 を 一 定額 以上 引き 上 げた 
場合 、 そ の 設備 投資 な ど に か か っ た 費用 の 一 部 を 助成 し ます 。 


中 小 企業 事業 主 の うち 、 事 業 場内 最低 賃金 と 地域 別 最低 賃金 の 差額 が 30 円 以内 及び 事業 場 規 模 100 人 
以下 の 法人 等 





機械 ・ 設 備 の 導入 、 人 材 育成 に 係る 研修 等 、 生 産 性 向上 の た め の 設 備 投資 費用 


5 分 の 4~10 分 の 9(※ 生 産 性 要件 を 満た し た 場合 は 上 限 10 分 の 9) 
助成 上 限 額 | 助成 金 の 上 限 600 万 円 ※ 賃 金 引上げ の 額 及び 労働 者 数 に より 異な る 。 
対象 期間 未定 

申請 受付 期間 未定 


問合せ 先 【 申 請 ・ 問 合せ 】 業 務 改 善 助成 金 コ ー ル セン ター 03-6388-6155 
ロロ 岩手 労働 局 雇用 環境 ・ 均 等 室 019-604-3010 


〇 カイ ゼン 導入 支援 


生産 現場 の 労働 力 不足 に 対し て トヨ タ 式 カイ ゼン の ノウ ハウ 導入 を 支援 し 、 生 産 性 と 効率 性 の 向上 を 図る と 
と も に 、 待 遇 の 向上 に よる 労働 力 の 確保 を 目指 し ます 。 

これ まで の 取組 か ら 、 歩 留 り の 向上 、 リ ー ド タイ ム 短 縮 な ど 、 生 産 性 向上 の 顕著 な 成果 が 出 て いま す 。 ま 
た 、 作 業 負担 の 軽減 な ど 、 従 業 員 の 働き や すさ に も つなが っ て いま す 。 


対象 者 | も の づく り 事業 者 (製品 問わ す ) 

















i 様 に 、 新 鮮 で 安全 な 水産 物 を お 届け する た め 、 産 地 魚 市 場 を 核 と し た 水産 物 の 高度 衛 
生 品 質 管理 地域 づく り (IF の HACCP の 導入 ・ 普 及 ) に 取り 組ん で いま す 。 取組 の 一 環 と し て 、「 水 産 加工 場 」 の 
衛生 品質 管理 の 高度 化 を 支援 し ます 。 


a kms 
支援 内 容 | 専門 アド バイ ザー に よる 水産 加工 場 の 衛生 指導 
問合せ 先 | 半 手 昌 農林 水産 部 水産 振興 課 019-629-5817 


V 農 業 に 参入 し た い 
〇 農業 参入 へ の 支援 


農業 従事 者 の 減少 や 高齢 化 が 大 き な 課題 と な っ て いる 中 、 農 業 に 参入 する 企業 は 地域 農業 の 多様 な 担い 
手 と し て 本 県 農業 の 活性 化 や 耕作 放棄 地 の 解消 は も と より 、 雇用 の 創出 な ど 地域 経済 の 発展 に も 貢献 する 
も の と し て 期待 され て いま す 。 

県 で は 、 企 業 の 農業 参入 の 課題 解決 を お 手伝い し ます 。 





岩手 県 農林 水産 部 農業 振興 課 019-629-5643 
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V 従 業 員 を 確保 し た い ① 


〇 事業 復興 型 雇 用 確保 助成 金 


沿岸 12 市 町 村 に 所 在 す る 事業 所 が 被災 求職 者 ※ を 雇用 し た 場合 、 選 入れ に 係る 経費 や 住宅 支援 に 係る 経費 に 
対す る 助成 金 を 支給 し ます 。 





Ma も 該当 する 事業 所 
国 又 は 自治 体 の 補助 金 ・ 融 資 等 に よる 産業 政策 の 支援 対象 と な っ て いる 事業 を 実施 し て いる こと 
Ni ER 準ずる こと (一 部 例外 あり ) 
ER 原則 、 令 和 4 年 度 に 初め て 申請 する 事業 所 で ある こと (一 部 例外 あり ) 


【 雇 入 費 助成 金 】 
* 助 成金 の 対象 事業 所 に 雇用 され た 被災 三 県 求職 者 で あり 、 原 則 令 和 4 年 2 月 1 日 以降 に 雇用 
され た 労働 者 
【 住 宅 支援 費 助成 金 】 
対象 労働 者 ・ 助 成金 の 対象 事業 所 に 雇用 され た 求職 者 (被災 三 県 求職 者 に 限ら な い ) で あり 、 
原則 、 令 和 4 年 2 月 1 日 以降 に 雇用 され た 労働 者 

【 雇 入 費 ・ 住 宅 支援 費 助成 金 共通 】 

・「 期 間 の 定め の な い 雇 用 契約 」 又 は 「1 年 以上 の 有期 雇用 で 契約 更新 が 可能 な 

雇用 契約 」 に より 雇用 され た 求職 者 

・ 雇 用 保険 の 一 般 被 保険 者 又は 高 年 齢 被 保険 者 


ぁ a| 雇 入 費 助成 金 : 1 人 当たり 3 年 間 で 最大 120 万 円 ( 短 時 間 労 働 者 は 60 万 円 ) 
| 住宅 支援 費 助 成金 : 対象 経費 の 4 分 の 3 と し 、 1 事業 所 当たり 3 年 間 で 最大 720 万 円 


【 雇 入 費 助成 金 】 前 期 : 令 和 4 年 9 月 1 日 ( 木 ) > 令 和 4 年 11 月 30 日 ( 水 ) 
後期 : 令 和 4 年 12 月 1 日 ( 木 ) て 令 和 5 年 1 月 31 日 ( 火 ) 
【 住 宅 支援 費 助 成金 】: 令 和 4 年 9 月 1 日 ( 木 ) て 令 和 5 年 1 月 31 日 ( 火 ) 


問合せ 先 【 受 付 ・ 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 定住 推進 ・ 雇 用 労働 室 019-656-1571 
※ 被 災 求 職 者 : 平 成 23 年 3 月 11 日 に お いて 、 岩手 県 、 宮 城 県 、 福 島 県 で 勤務 又は 居住 し て いた 求職 者 


RE 











が 
新築 や 購入 等 より 宿舎 を 整備 する 経費 や 女性 従業 員 が 働き や すい 
職場 環境 の 整備 に 要する 経費 を 補助 し ます 。 


沿岸 12 市 町 村 に 拠点 を 有する 水産 加工 事業 者 


(1) 宿 舎 整備 事業 
補助 対象 経費 | 人 材 確保 に 必要 な 宿舎 の 確保 に 要する 経費 
補助 率 2 分 の 1 以内 


補助 限度 額 新築 :2.000 万 円 (た だ し 新規 雇用 者 一 人 当たり 200 万 円 ) 
~~ 中古:1.000 万 円 (た だ し 新規 雇用 者 一 人 当たり 100 万 円 ) 











(2) 職 場 環 境 改善 事業 

女性 従業 員 が 働き や すい 職場 環境 の 整備 に 要する 経費 
2 分 の 1 以内 

補助 限度 額 |200 万 円 


問合せ 先 【 受 付 ・ 問 合せ 】 各市 町 村 ( 水 産 担当 、 商工 担当 ) 
【 問 合せ 】 岩手 県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 019-629-6931 
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V 従 業 員 を 確保 し た い ③ 


〇 人 材 確 保 等 支援 助成 金 (ー レ ワー クコ ー ス ) 


良質 な テレ ワー ク を 新規 導入 ・ 実 施す る こと に より 、 労働 者 の 人 材 確保 や 雇用 管理 改善 等 の 観点 か ら 効 果 を あ 
げた 中 小 企業 事業 主 が 助成 対象 と な り ま す 。 





対象 者 | 良質 な テレ ワー ク を 新規 導入 ・ 実 施す る こと に より 、 労 働 者 の 人 材 確保 や 雇用 管理 改善 等 の 観点 か ら 
2 効果 を あげ た 中 小 企業 事業 主 


以下 の 取組 の 実施 に 要 し た 費用 が 支給 対象 と な り ま す 。 
1. 就業 規則 ・ 労 働 協約 ・ 労 使 協定 の 作成 ・ 変 更 

2. 外部 専門 家 に よる コン サル ティ ング 

3. テレ ワー ク 用 通信 機器 の 導入 ・ 運 用 

4. 労務 管理 担当 者 に 対す る 研修 

5. 労働 者 に 対す る 研修 


助成 金 を 受給 する た め に は 、 事 業 主 が 、 次 の 措置 を 実施 する こと が 必要 で す 。 

【 機 器 等 導入 助成 】 

1. テレ ワー ク 実 施 計画 を 作成 し 、 管 轄 の 労働 局 に 提出 し て その 認定 を 受け る こと 。 

2. 計画 認定 日 以降 、 機 器 等 導入 助成 の 支給 申請 日 まで に 、 テ レ ワ ー ク に 関す る 制度 と し て 、 所 
定 の 内 容 を 規定 し た 労働 協約 又は 就業 規則 を 整備 する こと 。 

3. 1. の 認定 を 受け た テレ ワー ク 実 施 計画 に 基づき 、 実 際 に その 取組 を 実施 する こと 

4. 評価 期間 (機器 等 導入 助成 ) に お ける テレ ワー ク 実 施 対象 労働 者 の テレ ワー ク 実施 状況 が 、 

以下 以下 (1) ま た は (2) の 基準 を 満た すこ と 。 

(1) 評 価 期間 (機器 等 導入 助成 ) に お いて 、 1 回 以上 、 テ レ ワ ー ク 実施 対象 労働 者 全員 が テレ 
ワー ク を 実施 する こと 。 

(2) 評価 期間 (機器 等 導入 助成 ) に テレ ワー ク 実 施 対象 労働 者 が 週 平均 1 回 以上 テレ ワー ク を 
実施 する こと 。 

【 目 標 達成 助成 】 

1. 離職 率 に 係る 目標 の 達成 

(1) テ レ ワ ー ク に 関す る 制度 の 整備 の 結果 、 評 価 時 離職 率 が 、 計 画 時 離職 率 以 下 で ある こと 。 
(2) 評価 時 離職 率 が 309%% 以 下 で ある こと 。 

2. 評価 期間 (機器 等 導入 助成 ) 初 日 か ら 1 年 を 経過 し た 日 か ら の 3 か 月 間 に 1 回 以上 テレ ワー ク 
を 実施 し た 労働 者 数 が 、 評価 期間 (機器 等 導入 助成 ) 初 日 か ら 1 年 を 経過 し た 日 に お ける 対象 事 
業 所 の 労働 者 数 に 、 計 画 認定 時 点 に お ける 対象 事業 所 の 労働 者 全体 に 占め る テレ ワー ク 実 施 
対象 労働 者 の 割合 を 掛け 合わ せ た 人 数 以上 で ある こと 。 





機器 等 導入 助成 と 目標 達成 助成 に お いて 、 下 表 の と お り 支 給 され ます 。 
は 


擬 め た り 、 家 経 309 
i 
1 全 某 移 た 9100 亡 由 


目標 達成 助成 1 企業 あたり 、 支給 対象 と な る 経費 の 206 
ぐ 生 産 性 要件 を 満た す 場 合 359%%> 
※ た だ し 以下 の いずれ か 低い 方 の 金額 を 上 限 と する 。 
*1 企業 あたり 100 万 円 
・ テ レ ワ ー ク 実施 対象 労働 者 1 人 あたり 20 万 円 


問合せ 先 | 岩手 労働 局 雇用 環境 ・ 均 等 室 019-604-3010 
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V 従 業 員 を 確保 し た い ④ 
〇 令 和 3 年 度 水産 業 労 働 力 確保 緊急 支援 事業 の うち 人 材 確保 支援 事業 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 拡大 の 影響 に よっ て 人 手 不足 と な っ て いる 漁業 ・ 水 産 加 工業 経営 体 ( 以 
下 「 経 営 体 」 と いう 。 ) に 対し 、 地域 の 作業 経験 者 等 国内 の 人 材 (以下 「 国 内 人 材 」 と いう 。 ) を 雇用 する 
場合 、 掛かり 増し 経費 の 一 部 を 支援 する 制度 。 





( ア ) 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 、 当初 受入 を 予定 し て いた 実習 生 等 が 入国 で き な か っ た 
こと 等 に より 、 人 手 不足 と な っ た 経営 体 で あめ る こと 。 

( イ ) 当初 受入 を 予定 し て いた 実習 生 等 の 代わ り に 雇用 し た (又は 雇用 する ) 国内 人 材 等 の 人 数 が 、 

( ア ) に より 人 手 不足 と な っ た 人 数 と 同じ 又は それ より 少な いこ と 。 ※ 

( ウ ) 上 記 ( ア )( イ ) に つい て 、 証 拠 書類 に より 客観 的 に その 事実 を 証明 で きる こと 。 


( ア ) 経 営 体 が 、 当 初 受 入 を 予定 し て いた 実習 生 等 の 賃金 と 、 当該 実習 生 の 代わ り 
と し て 、 国 内 人 材 を 雇用 する に あたり 必要 と な っ た 賃金 と の 差額 。 

( イ ) 経 営 体 が 、 当 初 受入 を 予定 し て いた 実習 生 等 の 代わ り と し て 国内 人 材 を 雇用 
する に あたり 必要 と な っ た 傷害 保険 料 と の 差額 。 

( ウ ) 都 市 部 と その マッ チン グ に よる 人 材 確保 の 際 に 必要 な も の と し て 、 経 営 体 が 国 
内 人 材 に 対し 、 新 た に 手配 し た 宿泊 施設 又は 借 上 住 居 に 係る 宿泊 費 又 は 借 上 料 。 
( エ ) 経 営 体 が 国内 人 材 を 雇用 する に あたり 必要 と な っ た 交通 費 。 (た だ し 、 新型 コ 
ロナ ウイ ルス の 国内 で の 感染 状況 等 を 踏ま え 、 本 事業 に より 国内 人 材 の 移動 に 
係る 交通 費 を 助成 する こと と し て 差し 支え な いと 水産 庁 長官 が 認め た 場合 に 
限る 。 ) 

( オ ) その他 、 必 要 と 認め られ る 経費 。 


当該 事業 に 係る 1 次 募集 の 対象 期間 は 、 令 和 4 年 1 月 1 日 以降 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影 
EMMA 日 又は 令 和 4 年 3 月 末日 の いずれ か 早い 日 まで と 
じ Oo 

な お 、 助 成金 の 交付 決定 前 に 支出 され た 経費 の うち 、 令 和 4 年 1 月 1 日 以降 の 経費 に つい て は 、 
遡及 処置 と し て 助成 の 対象 と な り ま す 。 


(1 次 募集 ) 令 和 4 年 1 月 1 日 か ら 令 和 4 年 2 月 28 日 まで 【 終 了 】 
2 次 募集 に 関す る 情報 は 決ま り 次 第 HP に 掲載 予定 


経営 体 が 国内 人 材 の 作業 経験 者 等 を 雇用 する に あたり 助成 の 対象 と な る 経費 は 次 
の と お り と し 、 助成 率 は 定額 と し ます 。 





た だ し 、 助 成 額 に つい て は 、 

賃金 の 差額 に つい て は 一 人 あたり 5.000 円 日 以内 (500 円 / 時 x 10 時 間 / 日 ) 、 
楊 害 保険 料 の 差額 に つい て は 一 人 あたり 2.000 円 / 月 を 、 

宿泊 費 又は 借 上 料 に つい て は 6,000 円 日 、100.000 円 月 を 、 

交通 費 に つい て は 一 人 あたり 30.000 円 / 月 を 、 

それ ぞ れ の 上 限 と し ます 。 





全国 水産 加工 業 協同 組合 連合 会 
問合せ 先 TEL:03 一 3662 一 2040 ME 
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V 税 金 の 優遇 を 受け た い 


〇 産業 再生 特区 制度 


沿岸 12 市 町 村 に お いて 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 特性 を 生か し た 産業 の 集積 を 図る こと に より 、 被 災 地 域 に お ける 
雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図り ます 。 

集積 産業 (業種 ) の 事業 者 が 、 復興 に 寄与 する 事業 (新規 投資 や 被災 者 雇用 等 ) を 行う 場合 に は 、 復興 特別 
区 域 法 に 基づく 県 の 指定 等 を 受け る こと に より 、 税 制 の 優遇 措置 等 を 受け る こと が で きま す 。 





一 定 の 区 域 で 指定 の 業種 を 営む 事業 者 。 


※ 一 定 の 区 域 沿岸 地区 : 幹 線 道路 周辺 な ど 、 市 町 村 ご と に 設定 
※ 指 定 の 業種 セメント 、 鉄鋼 、 電子 機械 製造 、 輸 送 用 機械 器具 、 医 薬品 、 情 報 サ ービス 、 木 材 、 
環境 負荷 低減 エネ ルギー、 観光 、 食 品 、 水 産 、 農 業 等 に 関連 する 業種 


【 設 備 投資 減税 (37 条 ) 】 
「 建 物 」、「 建 物 附 属 設備 」、「 機 械 ・ 装 置 」 又 は 「 構 築 物 」 を 取得 し 、 事 業 の 用 に 供し た 場合 、 
ー 定 の 割合 で 特別 償却 又は 税額 控 除 (法人 税 等 の 209% 相 当 額 が 限度 ) 


【 雇 用 減税 (38 条 )】 
雇用 者 等 に 対し て 給与 等 を 支給 する 場合 、 指 定 日 以後 5 年 間 、 給 与 等 支給 額 の 1096 (平成 
31 年 4 月 以降 に 指定 を 受け た 場合 7%) を 法人 税 等 の 2096 を 限度 に 控除 


【 開 発 研究 用 資産 減税 (39 条 】 
開発 研究 用 資産 を 取得 し て 開発 研究 の 用 に 供し た 場合 、 特 別 償却 に 加え 、 そ の 償却 費 に 
つい て 研究 開発 税制 を 適用 し 税額 等 控除 


【 新 規 立地 促進 税制 (40 条 ) 】 

平成 24 年 3 月 30 日 以後 に 新設 され た 一 定 の 要件 を 満た す 法 人 に 限り 、 指 定 日 以後 5 年 間 、 
課税 を 繰延 べ (※ 沿 岸 市 町 村 に 新規 立地 する 法人 に 限る ) 
【 地 方 税 の 減税 】 

設備 投資 減税 又は 開発 研究 用 資産 減税 の 指定 を 受け た 場合 に 、 指 定 資産 に 係る 固定 資 
産 税 、 不 動産 取得 税 等 を 減免 


令 和 6 年 3 月 31 日 まで 


問合せ 先 【 受 付 ・ 問 合せ 】 各市 町 村 
Sd 思 【 問 合せ 】 岩手 県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 019-629-6931 


特定 政策 推進 室 


0194-65-2102 


0193-68-9092 

















政策 推進 課 
未来 づく り 推進 課 
政策 推進 室 





0194-52-2115 
0194-78-2963 
0194-35-2114 
0194-34-2111 
0194-22-2111 


財前 高田 市 | 商 政 課 
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0193-82-3111 
0193-42-8725 
0193-27-8421 
0192-27-3111 





0192-54-2111 





県 内 も の づく り 中 小 企業 が 自動 還 関連 先進 企業 等 と の 連携 より 、 専 門 的 ・ 実 践 的 な 技術 ・ 知 識 の 習得 
生産 体制 の 確立 を 目的 と し た 人 材 育 成 を 行う 場合 、 そ の 経費 の 一 部 を 補助 し ます 。 


「 県 内 も の づく り 中 小 企業 」.( も の づく り 基 盤 技術 振興 基本 法 第 2 条 第 2 項 に 規定 する も の づく り 事 業者 で 、 
次 の いずれ に も 該当 する も の 。 ) 
(1) 中 小 企業 基本 法 第 2 条 第 1 号 各 項 に 規定 する 中 小 企業 者 で ある こと 
※ 大 企業 、 み な し 大 企業 (大 企業 が 実質 的 に 支配 し て いる 中 小 企業 者 ) は 対象 外 
(2) 岩 手 県 内 に 製造 事業 所 を 有 し て いる こと 
人 材 育 成 事業 
補助 対象 経費 人 件 費 、 旅 費 、 滞 在 費 、 受 講 料 、 そ の 他 


公募 期間 令 和 4 年 4 月 1 日 ( 金 ) て 令 和 5 年 1 月 31 日 ( 火 ) 





本 人 なび 補 a。 訪 経費 の 2 分 の 1 以内 、1 件 あたり 100 万 円 以内 


問合せ 先 | 岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5552 
〇 キャ リア アッ プ 助 成金 


有期 雇用 労働 者 、 短 時 間 労 働 者 、 派 遣 労働 者 な ど 、 非 正規 雇用 労働 者 の 企業 内 で の キャ リア アッ プ 等 を 
促進 する た め に 、 正 社員 化 、 処 遇 改善 の 取組 を 実施 し た 事業 主 に 対し て 助成 する 制度 





非 正 規 雇 用 の 労働 者 (有期 雇用 労働 者 、 短 時 間 労 働 者 、 派 遣 労働 者 等 ) の 企業 内 の キャ リア アッ プ を 促進 
する た め の 取 組 を し た 事業 主 


〇 正社員 化 コ ー ス 
・ 有 期 雇 用 労働 者 等 を 正規 雇用 労働 者 に 転換 又は 直接 雇用 し た 場合 
中 小 企業 :28 万 5.000 円 57 万 円 大 企業 :21 万 3.750 円 42 万 7.500 円 





〇 障害 者 正社員 化 コ ー ス 
・ 障 害 の ある 有期 雇用 労働 者 等 を 正規 雇用 労働 者 等 に 転換 し た 場合 
中 小 企業 :45 万 円 120 万 円 大 企業 :33 万 円 て 90 万 円 





〇 賃金 規定 等 改定 コー ス 
・ 全 て 又は 一 部 の 有期 選 用 労働 者 等 の 基本 給 の 賃金 規定 等 を 2% 以 上 増額 改定 し 、 昇 給 


させ た 場合 
中 小 企業 : 対象 労働 者 1 人 当たり 2 万 8.500 円 3 万 2.000 円 大 企業 : 対象 労 働 者 1 人 当 た 
り 1 万 9,.000 円 て 2 万 1.000 円 


〇 賃金 規定 等 共通 化 コ ー ス 
・ 有 期 雇用 労働 者 等 と 正規 雇用 労働 者 と の 共通 の 賃金 規定 等 を 新た に 規定 ・ 適 用 し た 場 


へ 
=| 
中 小 企業 :57 万 円 大 企業 :42 万 7.500 円 


O 〇 賞与 ・ 退 職 金 制度 導入 コー ス 
・ 有 期 雇 用 労働 者 等 を 対象 に 賞与 ・ 退 職 金 制度 を 導入 し 、 支 給 又 は 積立 を し た 場合 
中 小 企業 :38 万 円 大 企業 :28 万 5.000 円 


O 選 択 的 適用 拡大 導入 時 処遇 改善 コー ス ( 令 和 4 年 9 月 30 日 まで ) 
・ 労 使 合意 に 基づく 社会 保険 の 適用 拡大 の 措置 の 導入 に 伴い 、 そ の 雇用 する 有期 雇用 労 
働 者 等 に つい て 、 働 き 方 の 意向 を 適切 に 把握 し 、 被 用 者 保険 の 適用 と 働き 方 の 見 直し に 反 
映 さ せる た め の 取 組 を 実施 し 、 当該 措置 に より 新た に 被 保険 者 と し た 場合 
中 小 企業 :19 万 円 大 企業 :14 万 2.500 円 


〇 O 短 時 間 労 働 者 労働 時 間 延 長 コ ー ス 


0 労働 者 等 の 週 所 定 労働 時 間 を 53 時 間 以 上 延長 し 、 新 た に 社会 保険 を 適用 し た 


中 小 企業 5 万 5,000 円 ~22 万 5,000 円 大 企業 :4 万 1,000 円 ~16 万 9,000 円 


合せ 先 | 岩手 労働 局 職業 対策 課 分 室 (助成 金 相談 コー ナー) 019-606-3285 
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V 起 業 ・ 創 業 し た い 


〇 いわ て 起業 家 育成 資金 
岩手 県 内 に お いて 、 新 た に 事業 を 開始 (創業 ) し よう と する 方 に 必要 な 資金 を 融資 する 制度 で す 。 





岩手 県 内 で 新た に 事業 を 開始 し よう と する 方 (創業 し て 5 年 未満 の 者 を 含む ) 
資金 使途 設備 資金 運転 資金 


貸付 限度 額 設備 4.000 万 円 以内 、 運 転 2.000 万 円 以内 





貸付 期間 (据置 ) 設備 15 年 以内 (2 年 以内 ) プ 運転 10 年 以内 (1 年 以内 ) 
2.1% て 2.596 以 内 





0.45% <1.596 


金融 機関 の 所 定 の 条件 第 三 者 保証 人 不要 


問合せ 先 | 受付 ・ 問 合せ 】 普通 銀行 ・ 信 用 金庫 等 
【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5541 
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ざ 三 陸地 域 に 進出 (立地 ) し た い ① 


〇 津波 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 立地 支援 事業 ) 

(津波 ・ 原 子 カ 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 ) 

東日本 大 震 災 で 特に 大 き な 被 害 を 受け た 県 内 の 沿岸 市 町 村 の 特定 区 域 に 工場 等 を 新設 ・ 増 設 す る と き は 、 
国 の 実施 する 企業 立地 補助 を 受け る こと が で きま す 。 








沿岸 市 町 村 の 特定 区 域 に 、 工 場 、 物 流 施設 及び 試験 研究 施設 等 を 新設 及び 増設 し よう と する 民間 事業 者 


工場 等 の 立地 に 係る 初期 投資 額 ( 投 下 固定 資産 額 ) 
※ 土 地 取得 費 、 建 物 及 び 機 械 設備 等 の 取得 費 等 
中 小 企業 :2 分 の 1 以内 大 企業 :3 分 の 1 以内 
補助 限度 額 |30 億 円 ※ 外 部 審査 委員 会 の 評価 が 特に 高い 案件 は 50 億 円 


2 ・ 投 下 固定 資産 額 5.000 万 円 未満 の 案件 は 補助 対象 外 
・ 投 下 固定 資産 額 に 応じ た 新規 地元 雇用 が 必要 


令 和 8 年 3 月 末 ま で に 補助 事業 を 完了 する こと 

※ 下 記 問 合せ 先 に 、 ご 相談 くだ さい 。 

【 事 業 の 手順 】 公募 一 採択 つ 補 助 金 交 付 申 請 一 交付 決定 一 事業 着手 

【 受 付 ・ 問 合せ 】 津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 ( 製 造 業 等 立地 支援 事業 ) 事務 局 


(みず ほり リ サーチ & テ クノ ロジ ー ズ 株 式 会 社 ) 03-6826-8611 
【 相 談 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5562 


〇 企業 立地 促進 奨励 事業 費 補助 金 

工場 等 を 新設 又は 増設 する と き に 、 以下 に より 補助 金 を 受け る こと が で きま す 。 

① 市 町 村 の 条例 等 に 基づき 、 工 場 等 の 新設 又は 増設 に 要する 経費 の 一 部 を 支援 

② 津波 補助 金 へ の 交付 申請 額 と 採択 を 受け た 補助 金 に 差額 が 発生 し た 場合 、 県 が 差額 の 一 部 を 支援 


対象 者 ① | 工場 等 を 新設 又は 増設 する 事業 者 
工場 適地 、 農 工 団地 、 都 市 計画 工業 系 地域 、 県 ・ 市 町 村 が 造成 し た 工業 団地 


製造 業 、 ソ フト ウェ ア 業 、 自然 科学 研究 所 
新設 5.000 万 円 以上 
増設 1 億 円 以上 
新設 5 人 以上 
増設 10 人 以上 
(1) 工 場 等 の 用 地 の 取 得 及び 造成 に 要する 費用 
(2 構築 物 等 の 建設 に 要する 費用 
(3 機械 ・ 設 備 等 の 取得 に 要する 経費 
補助 対象 経費 の 3/10 以 内 
補助 限度 額 1 工場 あたり 限度 額 3 億 円 
対象 者 ② | 国 が 実施 する 津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 の 事業 採択 を 受け て いる 事業 者 


(1) 工 場 等 の 用 地 の 取 得 及び 造成 に 要する 費用 
補助 対象 経費 | (2 建屋 、 構 築 物 等 の 取得 に 要する 費用 
機械 、 設 備 等 償却 資産 の 取得 に 要する 費用 


津波 ・ 原 子 力 災害 被災 地域 雇用 創出 企業 立地 補助 金 に 申請 し た 事業 計画 に 係る 補助 金 交 
補助 金額 付 申 請 額 と 採択 を 受け た 補助 金 の 額 の 差額 に 相当 する 額 、 補 助 対象 経費 の 10 分 の 3 以内 
補助 限度 額 OO 
か 低い 額 

・ 各 市 町 村 担当 窓口 

・ 岩 手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5562 
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三陸 地域 に 進出 (立地 ) し た い ② 


〇 企業 立地 促進 資金 
工場 等 を 新設 ・ 増 設 す る と き は 、「 岩 手 県 企業 立地 促進 資金 貸付 要綱 」 に より 、 県 単独 の 融資 を 受け る こと 
が で きま す 。 利用 を ご 希望 の 場合 は 、 お 問合せ くだ さい 。 





誘致 企業 及び 県 内 企業 で 工場 等 を 新設 又は 増設 する 方 
資金 使途 設備 資金 (用 地 取 得 費 、 建 物 及び 機械 設備 の 取得 費 等 ) 
3 億 円 以内 (拠点 工業 団地 5 億 円 以内 、 知 事 の 特認 で 10 億 円 以内 、 特 定 区 域 に お ける 産 


貸付 限度 額 | 業 の 活性 化 に 関す る 条例 第 4 条 第 1 項 の 規定 に よる 指定 を 受け た 特定 区 域内 に あっ て は 20 
億 円 以内 ) で 所 要 資 金 の 8096 以 内 


貸付 期間 (据置 ) 15 年 以内 (3 年 以内 ) 
1.8%~2.0% 





岩手 県 信用 保証 協会 の 保証 を 付す 場合 が あり ます 
金融 機関 の 所 定 の 条件 第 三 者 保証 人 不要 
問合せ 先 | 岩手 県 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 室 019-629-5561 
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VBCP( 事 業 継続 計画 ) を 策定 し た い 
OBCP (事業 継続 計画 ) 策 定 支 援 事業 


BCP( 事 業 継続 計画 ) は 非常 事態 に お ける 業務 の 停止 ・ 被 害 を 最小 限 に 抑え る た め に 平常 時 に 作っ て お く 「 事 業 継 
続 」 に は 欠か せな い 計 画 で す 。 

岩手 県 と 東京 海上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 、 岩 手 県 商工 会 議 所 連合 会 、 岩 手 県 商工 会 連合 会 、 岩 手 県 中 小 企業 
団体 中 央 会 は 「 岩 手 県 BCP (事業 継続 計画 ) 策定 支援 に 関す る 協定 」 を 締結 し 、 県 内 企業 に 対し 個別 具体 的 な BC 
P 策 定 支援 を 行っ て お り ま す 。 





東京 海上 日 動 火災 保険 株 式 会 社 の 担当 が 各 企 業 を まず 直接 訪問 し 、BCP 策 定 の 概念 ・ 必 要 性 ・ 実 務 的 な メリ ッ 
支援 内 容 | ト 等 を 分 か りや すく 説明 させ て いた だ いた 上 で 、 策 定 希望 企業 に 対し て は 、 具 体 的 な 策定 に 向け た 打ち 合わ せ を 開 


始 さ せ て いた だ く こ と と な り ま す 。 策定 支援 に 要する 費用 は 無料 で す 。 
問合せ 先 IBCP 策 定 支 援 プ ロジ ェクト 事務 局 (東京 海上 日 動 盛岡 支店 ) 019-654-8111 





V 事 業 を 承継 し た い 
〇 いわ て 事業 承継 促進 資金 


事業 承継 を 行 お うと する 方 が 、 新 た に 経営 者 保証 を 不用 と する 融資 を 受け た り 、 既に 借り 入れ て いる 経営 者 保証 
つき 融資 を 経営 者 保証 な し の 融資 で 借り 換え た りす る た め の 制 度 で す 。 


令 和 2 年 1 月 1 日 以降 に 事業 承継 を 実施 又は 3 年 以内 に 事業 承継 を 予定 し て お り 、 財 務 要 件 等 を 満た す 法人 





資金 使途 設備 資金 運転 資金 





貸付 限度 額 8.000 万 円 以内 


貸付 期間 (据置 ) 10 年 以内 (1 年 以内 ) 


利率 融資 期間 3 年 以内 年 1.99% 以 内 
3 年 超 10 年 以内 年 2.1% 以 内 


保証 料率 0.459% て 1.596 (一 般 の 方 ) 
証 科 潮 0.296 て 1.1596 (岩手 県 事業 承継 ネッ トワ ー ク の 専門 家 の 確 認 を 受け た 方 ) 


担保 金融 機関 の 所 定 の 条件 


問合せ 先 【 受 付 ・ 問 合せ 】 普通 銀行 ・ 信 用 金庫 等 
SR 【 問 合せ 】 岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 019-629-5541 








〇 事業 承継 相談 窓口 (岩手 県 事業 承継 ・ 引 継ぎ 支援 セン ター) 
これ まで 、 第 三 者 に よる 事業 引継 ぎ を 支援 し て きた 岩手 県 事業 引継 ぎ 支 援 セン ター と 、 主 に 親族 内 承継 を 支援 
る 岩手 県 事業 承継 ネッ トワ ー ク の 機能 を 統合 し 、 令 和 3 年 4 月 より 新た に 「 岩 手 県 事業 承継 * 引 継ぎ 支援 セン ター」 と 
し て 、 事 業 承継 の 相談 に ワン スト ッ プ で 対応 し ます 。 
や 生 i 後継 者 不在 な ど で 事 業 の 存続 に 悩み を 抱え る 事業 者 、 経 営 資源 を 引継 ぐ 意 志 の 





〇 事業 承継 (親族 内 ・ 第 三 者 ) に 関す る 相談 
〇 M&A マッ チン グ 支 援 

〇 事業 承継 計画 策定 支援 

〇 事業 承継 診断 、 セ ミナ ー 実 施 

〇 経営 者 保証 解除 に 向け た 専門 家 支 援 な ど 


問合せ 先 | 岩手 県 事業 承継 ・ 引 継ぎ 支援 セン ター 019-601-5079 
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【 編集 ・ 発 行 】 

岩手 県 復興 防災 部 復興 くら し 再建 課 

〒020-8570 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10-1 

電話 019-629-6931 FAX 019-629-6944 

URL https://Www.pref.iwate.jp/shinsaifukkou/nari 











主 本 資料 の 掲載 内 容 に 関わ ら ず 事業 内 容 は 変更 され る 場合 が あり ます の で 、 語 


Wal/menu. html 





E 細 に つき まし て は 











応 


制度 の 問合せ 先 まで 確認 くだ さい ます よう お 願い し ます 。 








